
住居確保給付金について 

 

◆生活困窮者自立支援法に基づく国の制度です。 

◆離職・廃業、休業等により経済的に困窮し、住居を失った方、または失う

おそれのある方を対象として、有期で給付金を支給するとともに、就労支援

等を実施し、住居及び就労機会の確保に向けた支援を行います。 

◆書類審査のうえ、支給要件に該当しない場合、申請されても不支給になり

ます。 

◆支給要件は８つあり、全ての要件に該当する方が支給対象となります。 

 

申請を考えている方へ 

来所での申請を原則としております（予約制）。事前にお電話で予約を取って 

ください。面談で、制度の説明、支給要件の確認等を行います。 

郵送申請された方についても、申請書類到着後に制度説明や生活状況の聞き取り 

のためにご来所いただいています。 

必要書類が全て揃ったら審査が始まります。 

 

 

【問合せ先】 

荒川区福祉部生活福祉課自立支援係 

電話０３－３８０２－３０９４ 

【申請書類提出先】 

〒１１６－８５０１ 

（住所不要）荒川区役所生活福祉課自立支援係 住居確保給付金担当 行 
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①～⑧のすべての要件に該当する方が対象となります。 

 

 

荒川区内に住宅を賃借して居住している方、または新たに荒川区内に住宅を賃借して居住する方。 

 

＜対象となるもの＞ 

賃貸借契約又は定期賃貸借契約による住宅の家賃実費分 

 

＜対象にならないものの例＞ 

・持家の住宅ローン    ・借地代   ・初期費用   ・社宅、社員寮等の家賃 

・滞納した家賃や更新料  ・駐車場代 

・ルームシェア（賃貸借契約が結ばれている場合はご相談ください。） 

・家賃を事業経費として計上している場合の事業経費分の家賃 

・「店舗」「事業用」と記載されている契約や賃貸人が法人名義のもの 

 

※これから新たに荒川区内に住宅を賃借して居住する方は、基本的には表１の支給上限額以下の家賃

額の賃貸住宅に入居することになっています。 

 

表１ 世帯人数ごとの支給上限額 

世帯人数 支給上限額 

単身 53,700 円 

２人 64,000 円 

３人 69,800 円 

４人 69,800 円 

５人 69,800 円 

６人 75,000 円 

 

 

 

  

① 住居要件 

１ 支給要件 
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申請日において以下のいずれかの状況にあり経済的に困窮し、住居を失った方、または失うおそれの

ある方。 

ア：離職・廃業日の翌日から起算して過去２年以内の方。 

※過去２年以内に、妊娠、出産、育児、病気やけが等で連続して３０日以上求職活動をできない時

期があった場合は、その日数を２年に加えられます。 

離職・廃業日の翌日から起算して最長４年以内の申請が認められます。 

 

イ：本人の責によらない休業等により収入が減少（注１）し、離職や廃業と同程度の状況にある方。 

（注１）経済社会情勢の変動等による取引先企業の倒産・事業活動の制限、自然災害等により、当

該個人の意思にかかわらず、雇用先や発注元から勤務日数や就労機会の減少を余儀なく

された場合 

 

 

申請者が、以下の時点において世帯の主たる生計維持者である方。 

ア：離職または事業を行う個人が当該事業を廃止した方は、離職又は当該事業を廃止した日 

イ：休業等により収入が減少した方は、申請日の属する月 

離職や廃業・休業時は主たる生計維持者ではなかったが、その後離婚等により申請時には世帯の主た

る生計維持者である方も含みます。審査時に申請書類にて、申請者が家賃を支払っていることを確認し

ます。 

 

 

申請月の世帯収入合計額が、表２の額以下の方。 

世帯収入には失業給付金や年金等の各種保険金等は収入に合算しますが、児童扶養手当等の特定の目

的のために支給される手当や給付は合算しません。収入要件の詳細は、表３収入要件早見表でご確認くだ

さい。早見表に記載のないものについては、ご相談ください。 

 

表２ 世帯人数ごとの収入基準額 

世帯人数 収入基準額 

単身 基準額 84,000 円に家賃額（上限 53,700 円）を加算した額 

２人 基準額 130,000 円に家賃額（上限 64,000 円）を加算した額 

３人 基準額 172,000 円に家賃額（上限 69,800 円）を加算した額 

４人 基準額 214,000 円に家賃額（上限 69,800 円）を加算した額 

５人 基準額 255,000 円に家賃額（上限 69,800 円）を加算した額 

６人 基準額 297,000 円に家賃額（上限 75,000 円）を加算した額 

 

 

② 離職・廃業、休業等要件 

③ 生計維持要件 

④ 収入要件 
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表３ 収入要件早見表                      （参考 厚生労働省通知） 

算定対象 算定対象外 

○税引前の稼得収入 

・賃金、賞与 

※通勤手当は算定対象外 

・事業収入（経費を差し引いた控除後の額） 

  原稿料 

ネットオークションで得た収入（事業として

行っている場合に限る） 

※事業収入赤字は０円 

・役員報酬 

・不動産賃貸収入（経費を差し引いた控除後

の額）   家賃収入 

  

○税引前の収入全般 

・失業等給付（国家公務員法退職手当法等の規

定による雇用保険の失業等給付に相当する

給付を含む） 

・各種年金 

国民年金、国民年金基金、厚生年金、厚生年

金基金、共済年金、障害補償年金、遺族補償

年金（労災保険） 

・年金生活者支援給付金  

・特別障害給付金 

・軍人恩給 

 

・その他    

仕送り（同居配偶者等以外）、 

養育費（右記以外）、婚姻費用分担金、 

  慰謝料（継続的なもの）、障害補償費（公害健

康被害の補償等に関する法律）、 

健康保険傷病手当金、ボランティアで得

た収入（交通費分は除く。） 

○特定の目的のために支給される手当・給付  

・児童扶養手当 

・公的年金における子の加算額 

・特別児童扶養手当 

・特別障害者手当 

・児童手当 

・里親に支給される手当等 

・奨学金（貸与型・給付型は問わない） 

・児童育成手当（自治体独自の手当） 

・養育費（裁判所等にて作成された証明書等により、客

観的に子の養育という「特定の使途・目的のために支

給される手当・給付」であることが確認可能である場

合） 

  

○職業訓練受講給付金 

 

○各種保険金の受取 等 

・生命保険（配当金含む） 

・損害保険 

・学資保険 

・産科医療補償制度において受け取る補償金  等 

  

○一時的な収入  

・慰謝料（一括で支払われるもの） 

・仮払金（裁判所の賃金仮払い仮処分に 

よるもの） 

・通常短期間支給される手当・給付 

休業補償給付、療養補償給付（労災保険） 

・義援金 

・配当金 

・株式等の売却益 

・退職金 

・未支給年金 

・ネットオークションで得た収入（事業として行ってい

ない場合） 

  

○雇用継続給付（高齢・育児・介護） 

  

○原則 22 歳以下かつ就学中の子の収入 

  

○給与等に含まれる通勤手当 
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申請日時点の世帯の預貯金、現金、債券、株式、暗号資産の合計額が表４の額以下の方。 

資産の要件の詳細は、表５資産要件早見表でご確認ください。早見表に記載のないものについては、ご

相談ください。 

 

表４ 世帯人数ごとの資産基準額 

世帯人数 資産基準額 

単身 504,000 円 

２人 780,000 円 

３人以上 1,000,000 円 

 

表５ 資産要件早見表                      （参考 厚生労働省通知） 

算定対象 算定対象外 

○現金（右欄※を除く） 

○預貯金（右欄※を除く） 

財形貯蓄 

○債券   国債 

○株式 出資金 

○投資信託 

○暗号資産 

○生命保険個人年金保険（養老保険）学資保険 

※東日本大震災に係る義援金、地震保険の保険

金、東京電力からの原子力損害に対する補償

金の受取り（その受け取りから１年（給付金

支給単位期間の前日から起算して１年）まで

のもの） 

 

 

  

⑤ 資産要件 
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ハローワーク等に求職の申込みをし、支給期間中に常用就職（雇用期間が定めのない、または６か月以

上の就職）を目指し誠実かつ熱心に求職活動を行う方。休業等の場合で事業再生等を目指す方は、自立に

向けた活動を行う方。 

ご自身の状況により以下の【Ａ】【Ｂ】いずれかの活動要件を満たすことが要件となっています。ご自

身の活動要件を、図１でご確認ください。 

 

 図１ 求職活動等要件の区分 

  

※生活相談のほか、配達パートナーのような実質労働者や事業再生の意欲がない⽅を想定 

（参考）厚生労働省通知 

⑥ 求職活動等要件 

離職・廃業 個人都合でない休業等 

【Ａ】 常⽤就職に向けた求職活動 
（ハローワーク等への求職申込、職業相談等） 

【Ｂ】 ⾃⽴に向けた活動 
（経営相談先への経営改善相談等） 

被雇⽤者(労働者) ⾃営業者 

経営相談 

相談者 

経営改善等の意欲 

なし 

相談内容の確認 

あり 

経営相談以外 ※ 
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【Ａ】 ＜離職・廃業、休業等（就労を目指す方）＞ 

活動内容 提出書類 

ハローワーク等への相談申込み（申請時） 
なし（申請時確認書の裏面に、求職番号や窓口名

称を記入） 

自立相談支援機関での面談等 

（月４回以上、うち少なくとも１回は対面） 
なし 

ハローワーク等における職業相談等 

（月２回以上） 
職業相談確認票（参考様式６） 

企業等への応募・面接の実施（原則週１回以上） 常用就職活動状況報告書（参考様式７） 

支援プランに沿った活動 ※担当相談員の指示に従ってください 

・常用就職を目指した活動を行っていただきます。 

・職業訓練を受講中の方、受講予定の方はご相談ください。 

・常用就職をした場合や、休業等の解消により収入を得る機会が改善した場合は、常用就職届の提出が必

要です。まずは担当相談員にご連絡ください。 

 

【Ｂ】 ＜休業等（事業再生等を目指す方）＞ 

活動内容 提出書類 

経営相談先への相談申込み（申請時） 
なし（申請時確認書の裏面に、経営相談先の名称

を記入） 

自立相談支援機関での面談等 

（月４回以上、うち少なくとも１回は面談） 
なし 

経営相談先での経営相談（原則月１回以上） 自立に向けた活動計画（参考様式１０） 

給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図

る取組み（月１回以上） 

自立に向けた活動状況報告書 

（参考様式１１） 

支援プランに沿った活動 ※担当相談員の指示に従ってください 

・事業再生に向けた活動を行っていただきます。 

・再延長期間中は、【Ａ】の活動が要件となります。 

・経営相談先から、ハローワーク等での求職活動を行うことが適当と助言等を受けた場合は、【Ａ】の活

動が要件となりますので、担当相談員にご連絡ください。 

 

 

地方自治体等の離職者等に対する住居の確保を目的とした類似の給付等を、申請者本人や申請者と同

一の世帯に属する者が受けていないこと。 

※職業訓練受講給付金との併給は可能です。現在受講中または受講予定の方はご相談ください。 

 

 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する方のいずれもが、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員でない方 

  

⑧ その他 

⑦ 併給要件 
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○世帯収入額が表６の「基準額」以下の場合 

・・・「支給上限額」または「実家賃額」の低い方を支給します。 

○世帯収入額が表６の「基準額」を超える場合 

・・・支給額＝実家賃額―（収入額―基準額）により算出される額を支給します。（例①参照）。 

 ※いずれの場合も、表６の「支給上限額」が上限額です。 

 

表６ 世帯人数ごとの支給上限額と基準額 

世帯人数 支給上限額 基準額 

単身 53,700 円 84,000 円 

２人 64,000 円 130,000 円 

３人 69,800 円 172,000 円 

４人 69,800 円 214,000 円 

５人 69,800 円 255,000 円 

６人 75,000 円 297,000 円 

支給上限額は、住宅扶助基準に基づいています。 

基準額は、区民税均等割が非課税となる方の収入額の 1/12 の額に基づいています。 

 

例① ２人世帯、実家賃額 90,000 円、収入額 150,000 円の場合 

    支給額＝90,000 円―（150,000 円―130,000 円） 

       ＝70,000 円 

    ２人世帯の支給上限額を上回っているので、支給額は 64,000 円です。 

 

 

申請日の属する月に支払いを要する家賃分 

 ※当該家賃分を申請者がすでに支払済みの場合は、翌月分が支給開始月になります。 

 

 

 

３か月（一定の要件を満たす場合は３か月ごとに延長可能、最長９か月） 

 

 

 

住宅の貸主または貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込みます。 

自己負担が発生する方は、貸主等と調整のうえ差額をお支払いください。  

２ 支給額 

３ 支給開始月 

４ 支給期間 

５ 支給方法 
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郵送申請をご検討される方へ 

・提出する際の封筒および郵送料は、申請者でご準備・ご負担ください。 

・「封筒に押された消印日」が申請日となります。 

・申請書類到着後、制度説明や生活状況の聞き取りのために、ご来所いただいています。 

電話による相談予約

（03-3802-3094）

来所相談

（区役所1階 生活福祉課自立支援係）

申請書類提出

書類審査

支給決定

求職活動等

※収入がある方は区に報告してください。

住居確保給付金支給（貸主等へ）

６ 相談～支給決定後の流れ 

不支給決定 
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提出者 提出書類 

全員 □住居確保給付金支給申請書 

全員 □申請時確認書 

（表面）再支給確認事項を記入 

（裏面）ハローワークにおける求職受付票の求職番号等または経営相談先の名称を記入 

離職の方 次のうちのいずれか１点 

□離職票    □雇用保険受給資格者証    □退職証明書 

□源泉徴収票  □その他離職年月日を確認できる書類 

※いずれも用意できない方は、ご相談ください。 

廃業の方 次のうちいずれか１点 

□廃業届    □その他廃業年月日を確認できる書類 

※いずれも用意できない方は、ご相談ください。 

休業等の

方 

次のうちいずれか１点 

□雇用主からの通知、または、受信メール等を印刷したもの 

□勤務先の休業が分かるホームページ画面を印刷したもの 

□契約等のキャンセルが分かる書類等 

※いずれも用意できない方は、ご相談ください。 

離職・廃

業の方の

うち該当

者のみ 

離職等以降、妊娠、出産、育児、病気やけが等で連続して３０日以上求職活動をできない

時期があったことにより離職日の翌日から起算して２年以上経過している方 

□妊娠、出産、育児、病気やけが等があったことを証明できる書類（医師の証明書等） 

全員 

（世帯全

員分） 

□給与明細・支払証明書・賃金台帳（申請月を含む過去３か月分） 

【個人事業主の方】 

□収支状況表等（収入と経費の両方が記載されたものを、申請月を含む過去３か月分） 

【年金】 

□年金振込通知書・企業年金連合会老齢年金振込通知書等 

【失業給付】 

□雇用保険受給資格者証 

【親族等からの仕送りのある方】 

□振込額が確認できる書類 

【その他の公的な給付】 

□振り込みが確認できる書類等 

全員 

（世帯全

員分） 

□金融機関の通帳等の写し（申請月を含む過去３か月分） 

 ※合算部分がある場合は、入出金明細が分かるものも追加 

 ※デジタル通帳は、印刷して提出 

□財形貯蓄、国債、株式、投資信託、暗号資産の残高が確認できる書類 

７ 提出書類 
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提出者 提出書類 

全員 □現在居住している住宅の賃貸借契約書 

 次の内容が分かる部分の写し 

・貸主名（及び媒介不動産業者名） 

・契約者名 

・入居人数、及び入居者名 

・家賃額（共益費・管理費等を含まない「賃料」が明記されていること） 

・契約期間 

※更新契約書で内容を確認できない場合は、当初契約書が必要 

全員 申請者本人が家賃を支払っていることを証明する書類 

□通帳の写し   □振込明細票   □家賃通帳   □領収書等 

全員 □入居住宅に関する状況通知書 

※表面を不動産媒介業者等が記入した後、裏面を申請者が記入 

全員 次のうちいずれか１点 

□運転免許証    □マイナンバーカード    □パスポート 

□各種手帳     □健康保険証        □住民票 

□在留カード（外国籍の方） 

全員 □提出書類チェックシート 

・書類の不足や記載内容に誤り等がある場合、必要書類が整った日が属する月の申請となる場合があり

ます。 

・提出書類を揃えていただいても支給要件に該当しない場合、不支給となります。 

・書類が不足している場合や、記載内容を補完する場合、追加書類の提出をお願いすることがあります。

あらかじめご了承ください。 
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住居確保給付金の支給期間は３か月ですが、下記のような場合で、必要な要件を満たす場合には、申請

により３か月の支給期間を２回まで延長及び再延長することができます。 

 

・常用就職できなかった場合 

（常用就職したものの、収入基準額を超えない場合も含む） 

・給与その他の業務上の収入を得る機会が改善しない場合 

 

 

必要な要件 

・支給期間中に誠実かつ熱心に求職活動等要件を満たす活動をしていた。 

・延長等の申請月の世帯収入額が、収入基準額（２ページ参照）以下である。 

・延長等の申請日の世帯資産額が、資産基準額（２ページ参照）以下である。 

 

延長等申請は、受給期間の最終月中に行う必要があります。最終月より前または後の月の申

請はできませんのでご注意ください。 

 

 

 

原則として、住居確保給付金の支給決定後の支給額等の変更は行いませんが、以下①～④の場合は申

請により変更できる場合がありますので、担当相談員にご相談ください。 

 

① 住居確保給付金の支給対象賃貸住宅の家賃額が変更された場合 

② 世帯収入額が基準額を下回った場合で、かつ、支給額が支給上限額に達していない場合 

③ 借主の責によらず転居せざるを得ない場合、または自立相談支援機関等の指導により同一自治体内

での転居が適当である場合 

④ 住居確保給付金の振込先の口座が変更された場合 

  

８ 延長申請について 

９ 変更申請について 
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支給期間中に下記のいずれかの要件に該当した場合、住居確保給付金の支給を中止します。 

 

① 受給者が、誠実かつ熱心に求職活動等を行わない場合、または就労支援に関する指示に従わない 

場合 

 

② 受給者が、常用就職（支給決定後の常用就職のみならず、申請前後の常用就職も含む）または受給

者の給与その他の業務上の収入を得る機会が増加し、かつ就労に伴い得られた収入が収入基準額を超

えた場合 

 

③ 常用就職届の提出またはその就労収入の報告を怠った場合 

 

④ 支給決定後、受給者が住宅から退去した場合（借主の責によらず転居せざるを得ない場合または自

立相談支援機関等の指導により同一の自治体内での転居が適当である場合を除く） 

 

⑤ 支給決定後、虚偽の申請等不適切な受給に該当することが明らかになった場合 

 

⑥ 支給決定後、受給者が禁錮刑以上の刑に処された場合 

 

⑦ 支給決定後、受給者または受給者と同一の世帯に属する者が暴力団員と判明した場合 

 

⑧ 受給者が生活保護費を受給した場合 

 

⑨ 疾病又は負傷により支給が中断された日から２年が経過した場合 

 

⑩ 上記のほか、受給者の死亡など、支給することができない事情が生じた場合 

 

※偽りその他不正の手段により支給を受けた場合は、支給を中止するだけでなく、既に支給された給付

金の全額または一部を徴収します。 

  

１０ 支給中止について 
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住居確保給付金の支給は原則１回ですが、状況により再度受給できる場合があります。以下のフロー

チャートでご確認ください。 

 

 

問１ 直前の住居確保給付金の受給期間中または受給期間終了後に、次のいずれかに 

該当しますか？ 

・常用就職した 

・収入基準額を超える収入があった 

 

 

 

 

問２ 今回の収入減少の理由は、次のうちのどれに該当しますか？ 

Ａ 解雇、会社都合の離職 

Ｂ 廃業、社会情勢等の個人都合でない理由の休業 

Ｃ Ａ、Ｂいずれでもない 

 

 

 

問３ 直前に受給した住居確保給付金の申請日（延長 

申請をした方は延長申請日、再延長をした方は 

再延長申請日）は、次のどちらに該当しますか？ 

（各申請日は、支給決定通知書でご確認ください） 

Ｄ 令和６年３月３１日以前 

Ｅ 令和６年４月 １日以降 

 

 

 

 

 

 

 

 

※支給要件を満たす方が対象です。 

※申請を希望する方は、Ｐ８の「相談～支給決定後の流れ」に沿って申請してください。 

申請できます 直前の支給対象月の最終月の翌月から 

１年を空けて、申請できます 

いいえ はい 

１１ 再支給について 

Ａ 

Ｃ 

再支給の対象ではありません 

Ｄ Ｅ 

Ｂ 


